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物流システム発展メカニズムの再構築

宮下真一

I . はじめに

宮下 (1999) では， 1965年以降の約30年間における運輸白書の内容を考慮して，「物流」コ

ンセプトの発展，すなわち「物的流通」→ 「ロジスティクス」→ 「サプライチェーン」と流れ

るメカニズムを分析した。そこでは経済環境の変化に基づいて，「物的流通」時代については

1965~73年までの高度経済成長期，「ロジスティクス」時代については1973~88年までの低経

済成長期，「サプライチェーン」時代については1988年以降における経済のグローバル化が進

行した国際化時代，とそれぞれを定義している。そして，「個別企業的視点」と「物流インフラ・

政策」の視点から，時代区分に沿った 3つの「物流」コンセプトの発展内容が合わせて議論さ

れたのである。

このような考え方は当時企業において物流の位置づけが単なる後方支援から企業間関係を

踏まえた高度なレベルの戦略の一つと見なされるようになった環境の変化においては，有用な

議論を提供できたであろう。しかし，物流を取り巻く環境は2000年以降も大きく変化しており，

中でも「個別企業的視点」と「物流インフラ・政策」の視点においては発展の内容が顕著であ

る。これらの点については特に宮下 (2005, 2007a, 2007b) が検討しており，近年の研究成

果を踏まえて，物流システムの発展メカニズムを再検討する必要がある。なお，宮下 (200~:b,

2005) で行った統計的実証分析で明らかにしたように，サプライチェーン流通在庫変動を規定

する要因としては，「情報」「粗利」「景気」「調達国際化」「販売国際化」という 5つの要固が

存在する。この議論と宮下 (1999) の枠組みを整理すると，「経済環境の変化」については景

気変動を意味する「景気」要因，「個別企業的視点」については主に流通システムの情報化を

意味する「情報」と「粗利」の 2要因「物流インフラ・政策」については交通ネットワーク

の連携を意味する「調達国際化」と「販売国際化」の 2要因がそれぞれ関連している。これら

の結びつきを考慮すると，宮下 (1999) で主張した「経済環境の変化」に軸足を置いた物流シ

ステムの発展の議論も重要ではあるが，「サプライチェーン」時代と定義した現在の物流シス

テムにおいても，商品や産業等の違いによって物流システムの発展レベルが異なっている状況

を明らかにする必要がある。以上のような考え方に基づいて，本稿では宮下 (1999) が分析し
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た，物流課業および物流ドライバーの変化に関する内容を修正して，物流システムの発展メカ

ニズムを再構築していくことにする。

II. 宮下 (1999) による，物流システム発展の議論

本節では，宮下 (1999) による「個別企業的視点」と「物流インフラ・政策」の議論に従っ

て，「高度経済成長期」「低経済成長期」「国際化時代」という 3つの年代における物流コンセ

プトを整理する。

Ilー1. 個別企業的視点

ここでは，矢作 (1994)が主張した「延期ー投機の原理」の枠組みを使って， 3つの発展レ

ベルを提示している。

①高度経済成長期においては，企業が物流を技術的な問題からシステム的な間題として取り上

げるようになり，商品の大量輸送を実現するために流通チャネルを構築して商取引システムを

整備するとともに， 自らの販売物流における物流機能の量的向上に取り組んだ。当時は商品の

種類も多いわけではなく，単品をいかにして大量に輸送するのかということが至上命題であっ

た。したがって「延期ー投機の原理」における「時間」次元と「空間」次元の議論に関しては

それぞれが投機的であり，流通システムにおける上流段階（寡占メーカー）でこれらの決定が

なされていたと考えられる。

②低経済成長期では消費の多様化が進み，製品品目数の増加や製品ライフサイクルの短縮化が

進んだ。これを受けて企業は，物流システムを構築する上で大量輸送から多頻度小口輸送への

転換が求められることになる。特に小売業は消費者の嗜好に合わせた品揃え形成活動を円滑に

遂行する必要に迫られ， POSやVANなどの情報技術を導入して市場情報をメーカーや卸売業

者に伝達することにより在庫費用の削減を目指すようになった。また， この段階においては，

流通業者が自らの調達物流と販売物流の双方を重視して多頻度小口輸送に取り組まなければな

らないため，「延期ー投機の原理」の考え方においては「時間」次元と「空間」次元の双方が

延期的になると主張できる。

③国際化時代の流通システムでは多くの成熟した商品分野の中で流通業者による価格革命が進

行し，メーカーによる市場支配力の象徴である価格設定権を行使しながら目標の販売量を達成

するというマーケティングの考え方が通用しなくなってきた。このような問題を解決するため

にメーカーは顧客への提供価格のうち，流通費用の一部である物流費用の削減に取り組まざる

を得なくなった。たとえば，地域物流• 物流企業同士・競争関係にあるメーカー同士の「物流

共同化」，「物流拠点の大規模化・集約化」や「EDIなどの技術革新の普及」などがメーカーの

物流革新の取り組みとして実行された。
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この時代については，流通システムだけでなく生産システムについても「延期ー投機の原理」

の考え方を適用している。まず，流通システムにおいては製品の特性や流通経路の違いによっ

て，「時間」次元と「空間」次元はそれぞれ，投機•投機（集中的長サイクル流通），延期・延

期（分散的短サイクル流通），投機・延期（分散的長サイクル流通），延期• 投機（集中的短サ

イクル流通）という 4つのパターンに分けられる。次に生産システムについては完成する製品

の特徴やそれまでにかかるプロセス，あるいはメーカーから下流段階での流通経路への影響を

考慮して，投機•投機（集中的見込み生産），延期・延期（分散的受注生産），延期•投機（分

散的見込み生産），投機・延期（集中的受注生産）という 4つに分類できる。

Ilー2. 物流インフラ・政策の視点

①高度経済成長期は，重化学工業の発展に伴ってトラック輸送が大都市間で活発になった。一

方，第一次産品などの輸送では内航海運や鉄道などの輸送機関を使うのが一般的であった。ま

た，この時期は，個別輸送機関による大量輸送の効率化が重要であり，輸送の情報化やネット

ワーク化は考慮されていない。政策的には，高速道路などの社会資本の整備が政府により推進

されている。

②低経済成長期においては，大都市間輸送だけでなく地方都市間輸送あるいは大都市～地方都

市間輸送も実現した。産業構造の転換により，港湾都市間だけでなく，内陸部の地方都市への

輸送経路を確保するために，大手路線トラック業者を中心に宅配便が普及した。これに対して

鉄道や内航海運の輸送量は，第一次産品の需要減少により伸び悩んでいる。また，この時期は，

各個別輸送機関内における情報化や物流技術の革新が多頻度小口輸送に対応できるように進め

られた。しかし，異なる輸送機関相互間でネットワークが構築される段階には至っていない。

③国際化時代においては，国際複合一貰輸送の推進が我が国における物流の規制緩和政策を呼

び，それがトラック輸送から他の輸送機関へのモーダル・シフトを促進したのである。部品か

ら完成品までを国際的な輸送ネットワークで効率的に運ぶためには，従来のトラック輸送一辺

倒ではなく，内航海運や鉄道貨物輸送などの産業材を扱う輸送機関や，輸送の迅速化が達成さ

れる航空輸送を含めた全方位的な輸送機関選択基準を確立し，最適輸送モードの組み合わせを

模索しなければならない。このように，単一の輸送機関の効率性を求める時代から，その最適

結合を達成する時代へと大きく事態は転換したといえる。

皿物流システムの発展をめぐる近年の環境変化

ここでは，「流通システム」，「生産• 開発システム」，「交通ネットワーク」による 3つの視

点から，物流システムに関する近年の環境変化を検討する。
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皿ー 1. 流通システムの視点

(1)宮下 (2003a, 2005, 2007a) の議論

宮下 (2005) による実証分析の結果に基づけば，流通システムにおけるサプライチェーンの

発展レベルは 3つに分割して考えることができる。ここでは，サプライチェーン在庫変動の規

定要因のうち，個別企業的視点に関連している「情報」要因と「粗利」要因のみを取り上げて

議論を進める。

①「情報」要因と「粗利」要因がともにサプライチェーンの在庫変動に関わっているが，「粗利J

要因優位型のケース：缶詰，清涼飲料， 自動車部分品，医薬品，医療用品，化粧品

②「情報」要因と「粗利」要因がともにサプライチェーンの在庫変動に関わっているが，「情報」

要因優位型のケース：自動車，電気機械，家庭用電気機械

③ 「情報」要因だけがサプライチェーンの在庫変動に関わっており，「粗利」要因は全く関連

性がない場合：味噌・醤袖，酒類，菓子・パン類

これに関連して，先端流通産業の競争優位基盤に関する田村 (2004) の主張を宮下 (2007a)

で取り上げた。田村 (2004) は，資本利益率の式を売上利益率と資本回転率の積に分解して検

討している。売上利益率は粗利（マージン）の管理状態を示しているため，売上利益率を引き

上げると資本回転率が低下し，逆に売上利益率を引き下げると資本回転率は上昇する。いわゆ

る高利少売か薄利多売の選択である。ただ，資本利益率が異なると， より高い水準の企業は売

上利益率と資本回転率のいずれについても高くなる傾向がある。このような成長軌道に乗せる

ためには，資本回転率の低下なしに売上利益率を飛躍的に向上させるか，あるいは逆に売上利

益率の低下なしに資本回転率を増加させねばならない。そしてこれを可能にするものは，売上

利益率あるいは資本阿転率を支える，需給チェーン・システムなどの競争優位基盤の革新であ

ると主張している。

以上の議論を踏まえると，①の場合は②と③に比べて需給チェーン・システムが確立されて

おらず，商品を値引きすれば回転率は上昇するが，商品の価格を上げると回転率が悪くなる傾

向がある商品である。これに対して②のケースは①よりも需給チェーン・システムが確立され

ており，商品によっては高利少売や薄利多売になるものの，高利高売として成功するものもあ

ると考えられる。最後に③の事例は①と②にくらべて需給チェーン・システムが完全に確立さ

れており，多くの商品が高利高売になる可能性がある。なお，このような考え方は，宮下(2003a)

で検討したサプライチェーンの 3つの段階についても密接に関連している。第一段階として説

明した流通系列化については流通マージンが高いので商品の回転率は基本的に悪くなる。第二

段階のECRにおいてはサプライチェーンの発展期であり，一般的には情報技術革新が行われ

てはいるものの，流通マージンの負の影響からもまだ完全に脱することはできていない。これ

に対して第三段階のウォルマート方式は需給チェーン・システムが完全に確立されており，流

通マージンの影響を大きく受けない仕組みづくりが行われているのである。
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(2)需給チェーン・システムヘのインプリケーション

(1)で検討したように，製品在庫を削減するためにはサプライチェーンの考え方が重要で

はあるが，それはデイマンドチェーンの発想と表裏一体の関係にある。たとえば南 (2006b)

によれば，企業が顧客データに基づき何を品揃えすべきかの商品政策の知識を得ていても，サ

プライチェーンの能力が低ければ適切に店頭に商品を投入できない場合があると主張してい

る。このような点を考慮すれば，宮下 (2003b, 2005) で検討したサプライチェーン流通在庫

変動の「情報」要因についてはサプライチェーンとデイマンドチェーンの 2つの「情報」要因

が含まれている可能性がある。ただ，宮下 (2003b, 2005) の分析対象は「産業」を分析単位

としており，主にメーカーの物流拠点における情報化レベルが議論されている。

これに関連して，南(2006b)の分析によれば，一般的にメーカーと流通業者を比較した場合，

顧客情報を直接収集できる立場にある流通業者の方が，顧客情報の分析や顧客データに基づい

た顧客関係の構築に積極的であり デイマンドチェーン的発想のロイヤルテイ マ ケァイン

グやCRMシステムの導入が進んでいると指摘している。一方，メーカーの場合は， まずは顧

客データを収集するための接点を自ら作り出していく努力と，顧客との関係性を発展させるた

めの何らかの方策が必要になる。たとえばWebサイトは消費者との接点を提供するものであ

るがそこから顧客データを新製品開発に生かす状態にまで発展させるには，消費者を会員化

し，コミュニケーションを通じてさらに関係を発展させていくプロセスが重要である 1)。つま

り，宮下 (2003b, 2005) で検討したサプライチェーンの「情報」要因にメーカーによるデイ

マンドチェーン的発想のものが仮に含まれていたとしても，それを各産業で明らかにしていく

ことは非常に困難が伴うと考えられる。そこで，サプライチェーンとデイマンドチェーンの相

互作用を考慮したサプライチェーン研究を進めていくためには，流通業者，特に小売業者を分

析対象とする研究を確立していく必要がある。

小売業における需給チェーン・システムの代表的な研究としては，矢作 (1994, 2007), 矢

作編 (2000)がある。矢作 (1994)では日本のコンビニエンス・ストア・システム，矢作編 (2000)

ではイギリスのスーパーマーケット・テスコのケースをそれぞれ用いて，チェーンストアの経

営革新行動を機能と組織の 2つの次元からとらえている。その結果，導き出された小売りイノ

ベーション・モデルは，「小売業務システム」，「商品調達システム」，「商品供給システム」と

いう， 3つの機能的サブシステムから構成されている。そして，このモデルをさらに進めたの

が矢作 (2007) であり，規模の経済性を基礎としたチェーンストアの事業革新メカニズムを以

下のように定式化している 2)0 

①チェーンストア組織の発展が貨物量を増加させるとともに，サプライチェーンの効率化か進

む。これにより，小売業務の競争力が高まる。

1)南 (2006b)119-136ページを参照。

2)矢作 (2007)33-36ページを参照。
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②チェーンストア組織の発展が単品による大量仕入れを可能とさせてPB商品の開発を促進す

るとともに収益の向上により小売競争が差異化する。

③サプライチェーンの強化は取引先の物流能力を高め， PB商品の開発を促進する。逆にPB商

品の開発もサプライチェーンの垂直的な調整・統合に貢献する。

このように，矢作 (2007) のモデルは小売事業の拡大循環過程を示しており，多数の商品を

扱うチェーンストアでは特定の商品分野における経営革新が他の商品分野に波及するという，

範囲の経済性の考え方がとられている。矢作 (1994), 矢作編 (2000) によれば， この特定の

商品分野に該当するのが日本のコンビニエンス・ストアでは米飯商品や惣菜，イギリスのスー

パーマーケットでは加工食品や消耗雑貨などのグロッサリーであると主張している。

皿ー 2. 生産・開発システムの視点

(1)宮下 (2000), 伊藤 (2005), 南 (2006a) の議論

宮下(2000)では，生産システムにおけるサプライチェーンを「ジャストインタイム」9 「MRP」,

「TOC(制約理論）」という 3つの方式を使って説明した。この理由としては， 1990年代アメ

リカ企業の復活に大きな影響を与えたSCMの考え方が， トヨタ生産方式に代表される「ジャ

ストインタイム」という業務管理プロセスから様々な教訓を得ていることに着目したからであ

る。分析の結果， 3段階の生産システムはサプライチェーンに関連しだ情報の内容と情報の流

れの違いによって分類している。

また，伊藤 (2005)が生産・開発システムのサプライチェーンの構築について，デジタル機

器企業を分析対象として，「欧米型EMS企業による買収• 合併」，「ODM」, 「スピンアウト」

という 3つの方式を提示している 3)。このような議論の展開は，水平分業の考え方に基づいて

いる。水平分業とは，サプライチェーン内の製品設計• 製品生産などがその企業内ですべて賄

われる垂直統合とは逆に，専門技術を有する企業によって構成される水平的な産業構造を意味

する。デジタル機器のように多くの要素技術から構成され，なおかつ，グローバルに展開され

る製品には，供給量• 製品販売時期に対する柔軟性が要求され，そのためには，水平分業化し

た専門企業と自社技術を補完・融合した方が有利である 4)。これに関連して，南 (2006a)では，

サプライチェーンにおいては調達・販売物流を統合するにあたり，企業間関係のトータルな価

値連鎖の中での効率性が主張されがちであるけれども，効率性とともに需要への調整弁として

柔軟性をいかに確保するかが重要であると指摘している。具体的には，製造工程自体をアウト

ソースしてしまう事例 (H&M)と垂直統合しつつ，最終製造工程部分を下請けに出す事例（ザ

ラ）を紹介し，アパレル企業が需要変動に伴うリスクを吸収するために，価値連鎖のどの部分

3)詳細は，伊藤 (2005) 195~202ページを参照。

4)伊藤 (2005) 6ページを参照。
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を垂直統合することにおいて効果が表れるかに注目した分析を行っている 5)0 

このように生産・開発システムの水平分業やアウトソーシングに関する研究も蓄積されて

いるが，本稿における物流システムの発展メカニズムの議論と連動させることは現時点では難

しい。そこで，高嶋 (2008) による生産システムにおける新しい「延期ー投機の原理」の考え

方を以下で取り上げることにする。

(2)高嶋 (2008) の議論

高嶋 (2008) は，時間的な延期ー投機モデルを用いて，従来支配的だった生産を行う時点を

顧客の注文が入る前（見込み生産）か，後（受注生産）かの選択だけではなく，製品の仕様を

確定する時点を顧客の注文前（標準品）か，後（特注品）かという視点でも考える必要がある，

と主張している。この考え方にしたがえば，受注生産には，顧客間で仕様が共通する標準品 1iこ

ついて注文があってから生産する「標準品受注生産」と，個々の顧客で製品の仕様を変えるよ

うな「カスタマイゼーション（特注品の受注生産）」， という 2つが含まれる。他方で，見込み

生産については，注文単位で考えると，基本的に「標準品見込み生産」という位置づけになる。

したがって，高嶋 (2008) は生産システムのサプライチェーンを以下の 3つに分類している。

①標準品見込み生産：受注生産なし，カスタマイゼーションなし

②標準品受注生産：受注生産あり，カスタマイゼーションなし

③カスタマイゼーション：受注生産あり，カスタマイゼーションあり

なお，高嶋 (2008)はカスタマーゼーションについて， 2つの方法を指摘している。第ーは，

顧客の注文に基づいて一件ずつ設計を行うものであり，設計という開発プロセスにまで顧客の

注文情報がインプットされ，その情報は生産プロセス全体にも影響を与える。顧客の潜在的な

需要に基づく第二の方法は個々の顧客注文に対して，事前の設計に基づいて，生産ラインに

おいて顧客の注文に合わせて部品を組み立てるタイプであり，マスカスタマイゼーションと呼

ばれる。この方法は効率的なカスタマイズに基づいて多数の顧客を対象に大規模にカスタマイ

ズを行うことを意味しており，最終的な組立という生産プロセスの一部にのみ顧客の注文情報

がインプットされる。代表的な企業としてはキーエンス 6)があり，多様な顧客ニーズを集約

したうえで，標準的・汎用的な製品を開発・販売している。また，製品販売においては提案型

営業を重視しており，営業担当者は顧客の生産ラインを見て，その工場の生産性を向上させる

センサーの応用技術（潜在ニーズ）を提案する。そしてテスト導入を進め，その中で製品の受

注を獲得していくのである。ただし，高嶋 (2008) の分析対象は設計局面ではなく生産局面で

あるために，これら 2つのカスタマイゼーションをともにカスタマイズ品の受注生産と考えて

いる。

5)南 (2006a)31ページを参照。

6) キーエンスの事例については，高嶋 (1998)175-184ページ，延岡 (2006)261-267ページを参照。
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IIIー3. 交通ネットワークの視点

交通ネットワークの議論については「延期ー投機の原理」における空間次元の捉え方と深

く関連している。まず，高嶋 (2008) によれば，世界における生産や物流のインフラが変化す

れば，受注生産やカスタマイゼーションに関する時間的な延期ー投機の関数が変化することを

通じて生産・物流拠点のグローバルな配置問題が考慮されることになるので，場所の延期化

の決定問題は時間の延期ー投機モデルの費用関数に取り込まれる， と主張している。また，宮

下 (2007b) では，流通経路の国際化は一般的に流通在庫の増加を招くが，交通ネットワーク

の連携が進んでいれば仮に生産• 物流拠点が分散していても，在庫率は減少することを指摘し

た。つまり，生産・物流拠点の集約化・分散化という視点だけでは，延期ー投機の議論をする

ことはできないのである。

以上のような点を考慮して宮下 (2007b) では，黄 (2003) と宮下（園） (2002, 2007) の

枠組みを用いて，交通ネットワークの議論を展開した。まず，黄 (2003) は， 日本企業の海外

生産拠点の役割変化について，「本国のマザー工場制」，「現地対応型生産拠点と輸出拠点」，「グ

ローバル生産拠点」の 3つに分類している。また，宮下（幽） (2002, 2007) では，業種別の

物流優位性決定因について，家電製品の場合は「ロジスティクス・ネットワーク」要因，自動

車については「物流トータルコスト」要因または「ロジスティクス・ネットワーク」要因，繊

維製品については「物流トータルコスト」要因と「ロジスティクス・ネットワーク」要因の双

方が重要であると主張している。そこで本節では，これらの議論を次の 3つに分けて考えるこ

とにする。

① 「本国のマザー工場制」の場合は，物流優位性決定因における「物流トータルコスト」要因

が深く関わっている。

② 「現地対応型生産拠点と輸出拠点」については，物流優位性決定因における「ロジスティク

ス・ネットワーク」要囚が重要である。

③ 「グローバル生産拠点」の段階では，「物流トータルコスト」要因と「ロジスティクス・ネ

ットワーク」要因が物流優位性決定因として位置づけられる。

①については，海外に生産拠点を展開していても本国の工場群がマザー工場として機能して

いるので，海外の生産拠点のネットワークを考えるよりもむしろ近接している本国の工場群の

連携をいかにして図るかということが大切である。したがってこのケースでは，政府による社

会資本の整備や企業による物流技術の向上が図られるため，まず「物流トータルコスト」要因

を考える必要がある。

これに対して，②と③の比較については以下の 2つの事例を用いて検討する。

(a)郵船航空サービスは日本の自動車・電機メーカーなどの進出が本格化している中国・華

北地方向け貨物の複合輸送サービスを開始した。日本から緯国・仁川空港まで航空便で運んだ

後に，中国山東省の煙台，威海の二都市まで船便で運んでいる。つまり，海運だけより早く空
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運だけより安いサービスを提供することで，部材輸送の日数短縮とコスト削減の両方を追求す

る企業のニーズにこたえる戦略である 7)。この場合，航空輸送のみを使用すれば，「ロジステ

ィクス・ネットワーク」要因を確立することができるので，②の段階となる。これに対して，

海運と空運の複合輸送を用いれば，「物流トータルコスト」要因と「ロジスティクス・ネット

ワーク」要因の双方が実現できるので，③に該当する。

(b) コマツは従来，北陸地区からの輸出に金沢港と神戸港を使い分けており，神戸港を使用

する場合は陸路で製品を運んでいた。しかし，韓国・釜山のコンテナ取扱量 (2006年）は東京・

横浜• 神戸など日本の五大港の合計分に匹敵する量に達している。釜山の取扱量は1980年には

当時の神戸の半分以下だったが，その後急速に整備が進んでいる。釜山を拠点にして北米やア

ジアの港に運べば，割高なトラック輸送を伴う神戸港からの輸出よりもコストが割安になる。

政府が2007年 5月に発表した「アジア・ゲートウェイ」構想では日本の中枢港での手続きのス

ピード化や利用料の軽減などを提言している。しかし，釜山や上海を追い上げるダイナミズム

には欠けており，その間に企業は生産や輸送の最適解を求めて日本の港をすり抜けている 8)0 

このケースでは，神戸港を使用したトラック輸送と海上輸送の組み合わせによって，②の「ロ

ジスティクス・ネットワーク」要因が達成されたと考えることができる。そして，釜山などの

アジア中枢港を活用したほうが神戸港よりも路線ネットワークが多いので「ロジスティクス・

ネットワーク」要因が確立されているとともに，港湾等の利用料の安さによって「物流トータ

ルコスト」要因が達成されているのである。つまり，これが③の段階であり，グローバル生産

拠点としての役割を果たしていると考えることができる。

N. 物流システム発展への示唆

本節では， IIIで検討した環境変化の議論を踏まえて，宮下 (1999)が提示した「物流課業」

と「物流ドライバーの変化」に関する内容9) をそれぞれ修正していく。

N-1. 物流課業の変化

く「時間」タスク次元＞

「物流」段階ではPOSやVANなどの流通技術革新が進み，「ロジスティクス」段階はハブ＆

スポークシステムの確立によって輸送技術が進化し，「サプライチェーン」段階では流通と交

通からのサプライチェーン・システムの確立だけでなく尚品開発を軸としたデイマンドチェー

ン・システムも機能する。これらによって各段階では，裔品のリードタイムが減少する。

7) 『日経産業新聞』 2008年 1月 9B付を参照。

8) 『日本経済新聞』 2007年8月16日付を参照。

9)宮下 (1999)117および127ページを参照。
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表 1 物流課業の変化

「物流」段階 「ロジスティクス」段階 「サプライチェーン」段階

時間 流通技術革新 流通・輸送技術革新 需給チェーン・システム

「物流トータルコスト」要因 「ロジスティクス・ネットワー 「物流トータルコスト」要因，

コスト ク」要因 「ロジスティクス・ネットワー

ク」要因

距離 本国のマザー工場制 現地対応型生産拠点と輸出拠点 グローバル生産拠点

標準品／流行の影欝と需要の季 標準品／流行の影響と需要の季 カスタマイゼーション／流行の

商品 節変動が大きい／製品ライフサ 節変動がやや少ない／製品ライ 影響と需要の季節変動が少ない

イクルの導入期・衰退期 フサイクルの成長期 ／製品ライフサイクルの成熟期

輸送量
社会資本の整備 陸• 空一貰輸送 空港・港湾の大規模化，

陸• 海・空一貫輸送

く「コスト」タスク次元＞

「物流」段階では流通技術革新によって「物流トータルコスト」要因における在庫費用を削

減する。「ロジスティクス」段階では，「ロジスティクス・ネットワーク」要因が機能して航空

輸送へのシフトが進み輸送費用は上昇するが，それを上回るだけの商品の機会費用の損失を防

ぐことができるので，コストは減少する。「サプライチェーン」段階では，アジアのハブ拠点

を利用することで「物流トータルコスト」要因における輸送費用が減少するとともに，航空輸

送一辺倒ではなく海上輸送と航空輸送を組み合わせることによって輸送費用が減少する。

く「距離」タスク次元＞

「物流」段階は「本国のマザー工場制」のレベルであり，海外よりも日本国内の輸送ネット

ワークの構築に神経が注がれている。「ロジスティクス」段階においては「現地対応型生産拠

点と輸出拠点」の水準にあり， 日本と海外の都市において輸送手段をどのように構築していく

かが課題となる。「サプライチェーン」段階では「グローバル生産拠点」の状態であるので，

日本～海外だけでなく海外～海外による輸送体制を考慮する必要がある。

く「商品」タスク次元＞

「物流」段階では，生産システムについては標準品が当てはまる。また，流通システムにつ

いては流行や季節変動の影響を大きく受ける場合，交通ネットワークについては輸送費用を大

きくかけられない製品ライフサイクルの導人期や衰退期がこの段階に該当する。

「ロジスティクス」段階については「物流」段階と同様に，生産システムの標準品が考えら

れる。次に，交通ネットワークでは製品ライフサイクルの成長期，流通システムでは流行や季

節変動の影響を「物流」段階ほど受けない場合が想定できる。

「サプライチェーン」段階に関しては，生産システムがカスタマイゼーションのレベルに到

達する。また，交通ネットワークでは製品ライフサイクルの成熟期，流通システムでは流行や

季節変動の影響が少ないケースがこれに当てはまる。
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く「輸送量」タスク次元＞

「物流」段階においては社会資本の整備によって輸送システムの効率化が図られ，「ロジス

ティクス」段階では陸• 空一貰輸送によって主に輸送商品の機会損失を削減し，「サプライチ

ェーン」段階では大規模化した海外の中枢港湾や空港を利用して輸送量の増加に対応するとと

もに，陸• 海・空一貰輸送によって輸送ネットワークの迅速化が達成されている。

N-2. 物流ドライバーの変化

(1)地域 (OD)

① 「物流」段階においては本国にマザー工場が形成されているので， 日本と海外のネットワー

クよりも日本国内の生産・物流拠点のネットワークをいかに効率化するかという考え方が支配

的である。

② 「ロジスティクス」段階では， 日本企業の海外進出に伴い，海外の生産拠点が「現地対応型

生産拠点と輸出拠点」のレベルに到達している。つまり， 日本国内だけでなく， 日本の各都市

と海外の各都市のネットワーク化が進むことになる。

③ 「サプライチェーン」段階においては， 日本企業の生産拠点が「グローバル生産拠点」の水

準に進化している。したがって，国内および国内～海外の連携を模索するだけでなく，海外～

海外のネットワークをいかに効率的に運営するかが重要になる。

(2)輸送機関

① 「物流」段階においては「物流トータルコスト」要因が重要であり，輸送ネットワークの連

携よりも日本国内における単一輸送機関の効率化が図られることになる。この段階においては，

政府による社会資本の整備を中心とした物流基盤の整備が重要になる。

② 「ロジスティクス」レベルに関しては，「ロジスティクス・ネットワーク」要因が主要な位

置を占めている。この段階では日本企業の海外進出が進む中で，従来海外との貿易に使われて

いた海上輸送よりも航空輸送の主体性が増してくる。このことは航空輸送が海上輸送よりも商

品の機会費用を削減できる点にある。また， 日本国内と海外とのネットワークを考えれば，た

とえば日本国内のトラック輸送と海外を結ぶ航空輸送がともに連携する時期を迎えている。

③ 「サプライチェーン」時代には，「物流トータルコスト」要因と「ロジスティクス・ネット

ワーク」要因の双方が考慮されなければならない。たとえば航空輸送一辺倒ではなく，海上輸

送と航空輸送の組み合わせによりコスト削減を図ったり，利用料の低いアジアの中核港を使用

することで北米やアジアヘの多数の路線ネットワーク網を活用することができるようになると

考えられる。この段階になると， トラック輸送，海上輸送，鉄道輸送，航空輸送の連携が―ロ

ジスティクス」レベルよりも進むことになる。
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表 2 物流ドライバーの変化

「物流」段階 「ロジスティクス」段階 「サプライチェーン」段階

地域 日本国内の各都市 日本の各都市～海外の各都市 海外～海外の各都市

OD 

輸送 トラック輸送主体 トラック輸送・航空輸送の連携 トラック輸送・鉄道輸送• 海上

機関 輸送・航空輸送の連携

【生産システム］標準品 【生産システム】標準品 【生産システム】カスタマイゼ

ーション

商品
【流通システム】流行の影響と 【流通システム】流行の影響と 【流通システム】流行の影響と

需要の季節変動が大きい 需要の季節変動がやや少ない 需要の季節変動が少ない

【交通ネットワーク】製品ライ 【交通ネットワーク】製品ライ 【交通ネットワーク】製品ライ

フサイクルの導入期・衰退期 フサイクルの成長期 フサイクルの成熟期

流通 メーカー・小売業者双方協力型 メーカー主導型情報システムの 小売業者主導型情報システムの

経路 情報システムの構築 構築 構築

技術
POS, VAN 需要予測システム， CRMシステム

ハブ＆スポークシステム

(3)商品

く生産システム＞

「物流」・「ロジスティクス」両段階ともに標準品を主体としたモジュール化が重要な位置を

占めるが，「サプライチェーン」段階では単純なモジュール化ではないカスタマイゼーション

が行われている。

く流通システム＞

流行の影響と需要の季節変動の違いによって，これらが大きければ「物流」段階，やや小さ

ければ「ロジスティクス」段階，小さければ「サプライチェーン」段階というように分類でき

る。これに関連して，宮下 (2005)による産業を主体としたサプライチェーンの議論では，「物

流」段階が主に日用品，「ロジスティクス」段階が自動車・家電・食品などが該当する。また，

「サプライチェーン」段階については， III -1で説明した小売サプライチェーンに基づくと，

食品分野が需給チェーン・システムの普及に貢献しており，食品分野の物流レベルが極めて高

いものであると考えられる。

く交通ネットワーク＞

製品ライフサイクルの違いによって，導入期と衰退期は輸送費用を大きくかけられないため

「物流」段階，成長期は輸送費用をかけてでも商品の機会費用の削減に努めなればいけないの

で「ロジスティクス」段階，成熟期は成長期ほど輸送の迅速化を図らなくても商品の機会損失

を削減できるので「サプライチェーン」段階， とそれぞれ決定できる。

(4)流通経路

① 「物流」段階においては，メーカーや小売業者が双方協力して流通システムの情報化に取り

組んでいる。この場合，宮下 (2003b, 2005) の分析枠組では，流通在庫変動の「粗利」要因
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が「情報」要因を上回っている状態である。

② 「ロジスティクス」段階においては，流通システムの情報化レベルが販売情報の共有化から

メーカー主導による部品・商品の需要予測システムの開発に焦点が移っている10)。宮下 (2003b,

2005) の分析結果を用いると，この段階では，流通在庫変動の「情報」要因による影響が「粗

利」要因よりも強くなっており，商品によっては「粗利」要因の影響を全く受けないケースも

あると考えられる。

③ 「サプライチェーン」段階においては需給チェーン・システムが確立しており，販売情報や

需要予測情報の共有化だけでなく， CRM戦略による顧客への商品と商品カテゴリーの提案が

小売業者主導で行われている。この結果，高利高売の商品が出てくる可能性が高まる。なお，

需給チェーン・システムの内容については商品によっては，サプライチェーンが強い場合，デ

イマンドチェーンが強い場合，さらには双方が強い場合， という 3つのケースが考えられる。

なお， この段階については，宮下 (2003b, 2005) による産業を分析単位とした枠組みで説明

することは難しいので，新たな研究の方向性を確立する必要がある。

(5)技術

① 「物流」段階においては，流通システムにおける情報技術革新が主体である。販売情報をメ

ーカーや卸売業者，小売業者が共有するとともに， VANが構築されて流通在庫の削減が進む。

② 「ロジスティクス」段階では，メーカーを主導とした，既存商品による需要予測情報の共有

化が進む。また，輸送技術革新も進み，輸送ネットワークにおけるハブ＆スポークシステムが

導入されてインテグレーターなどの重要性が増している。

③ 「サプライチェーン」段階に関しては，流通・輸送技術革新だけでなく，流通業者を中心に

商品の品揃えに関する技術革新 (CRM戦略など）も進むことになる。たとえばイギリス流

通業のテスコは，顧客層を識別するのは購買した製品ではなく，家族形態，頻度，購買時間で

あると考えている。テスコは何を買うかではなく，いつ買うかのセグメンテーション，つまり

買い物習慣により顧客をプロファイリングすることに成功している。規模が大きい小売業にと

っては，顧客データから何を， どのような価格帯で， どのような時間帯で， どれくらいの量を

品揃えすべきかについて分析し，決定することは非常に重要である11¥

V. おわりに

本稿は，物流システムをめぐる近年の環境変化を踏まえて，「物流」コンセプトの発展メカ

10)具体的には，宮下 (2007a) 71~72ページのソニーの事例を参照のこと。

11) テスコのケースについては，南 (2006b) 163~173ページを参照。
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ニズムを再検討した。宮下 (1999)では，「高度経済成長期」を「物流」段階，「低経済成長期」

を「ロジスティクス」段階，「国際化時代」を「サプライチェーン」段階として，それぞれ位

置づけている。しかし，本稿の議論は基本的に，宮下 (1999) における「物流」段階の考え方

を削除して，「ロジスティクス」段階の内容から検討を始めている。つまり，本稿における「物

流」段階の捉え方は，宮下 (1999) の「ロジスティクス」段階の議論と密接に関わっている。

また，本稿の「ロジスティクス」段階と「サプライチェーン」段階の枠組みについては，近年

の環境変化に基づいて内容が拡大した，宮下 (1999) の「サプライチェーン」段階を 2つに分

けたものとなっている。

具体的には，まず，経済の国際化については 日本企業の海外生産拠点の役割変化の観点か

ら，「ロジスティクス」と「サプライチェーン」の 2つの段階で論じている。次に，輸送ネッ

トワークの構築については，陸•空一貫輸送を「ロジスティクス」，陸•海•空一貰輸送を「サ

プライチェーン」として扱っている。さらに，流通システムの情報化については，宮下 (1999)

では販売情報の共有化のみを論じていたが本稿ではメーカーによる需要予測システムの確立

を「ロジスティクス」段階，小売業者による需給チェーン・システムの構築を「サプライチェ

ーン」段階として議論を行っている。最後に，生産システムについては，「ロジスティクス」

段階が標準品，「サプライチェーン」段階がカスタマイゼーションとして，それぞれの位置づ

けを行っている。

このように本稿の考え方は，宮下 (1999) による内容を修正して，新しい物流システムの発

展メカニズムを構築しており，非常に有用な議論であったと考えられる。しかし，本稿の枠組

みには次のような間題点が指摘できる。まず，「廂品」ドライバーの生産システムの考え方に

ついては，標準品やカスタマイゼーションというモジュール化の枠組みでとらえており， 自動

車や食品， 日用品などを含めて議論することは難しい。また，アパレル商品のように，流行の

影響が大きいので，「商品」ドライバーの流通システム側面では「物流」段階と位置づけられ

ているが，「商品」ドライバーの交通ネットワーク側面の考え方に基づけば，製品ライフサイ

クルが成長期や成熟期であれば，「輸送機関」ドライバーの「ロジスティクス」や「サプライ

チェーン」の段階に到達する。つまり，ある商品がすべてのドライバーにおいて，「物流」，「ロ

ジスティクス」，「サプライチェーン」各段階の 1つに該当するというわけではないのである。

したがって，商品ごとに， または各小売業について，物流ドライバーの発展レベルを実証分析

に基づいて詳細に検討していくことが今後重要であると考えられる。
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